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ま え が き 

 

 職場のいじめ・嫌がらせ、パワーハラスメントが、近年急速に社会問題として顕在化して

いる。都道府県労働局に寄せられる労働相談において「いじめ・嫌がらせ」の相談は、平成

14 年には約 6,600 件（5.8％）であったが、平成 22 年度には約 39,400 件（13.9％）と急速

に増加しており、「その他」と「その他の労働条件」を除くと、「解雇」（21.2％）に次いで第

2 位となっている。また、裁判や労働審判においても、職場のいじめやパワーハラスメント

をめぐる事件が増えてきている。 

 職場のいじめ・嫌がらせは、労働者の尊厳や人格を傷つけるだけでなく、時にはメンタル

ヘルスを損なうことにもつながる。また、本人や職場の生産性を低下させたり、貴重な人材

を流出させたりして、企業にも大きな損失をもたらすと言われている。 

 こうした事態を受けて厚生労働省も対策に着手し、2011 年 7 月、「職場のいじめ・嫌がら

せ問題に関する円卓会議」を発足させた。同円卓会議の付託を受けて発足した「職場のいじ

め・嫌がらせ問題に関する円卓会議ワーキンググループ」は議論を重ね、2012 年 1 月に報

告をまとめた。これを受け、円卓会議は同 3 月、「職場のパワーハラスメントの予防・解決

に向けた提言」を取りまとめて発表している。 

 一方、日本の企業や労働組合が、職場のいじめ・嫌がらせの予防・解決に向けてどのよう

な取組みを行っているのかについては、わずかな調査を除き、これまでほとんど明らかにさ

れてこなかった。特に、労使に対するヒアリング調査は、中央労働災害防止協会による 2005

年の調査以来行われていない。そこで、労働政策研究・研修機構（JILPT）では、この問題

に先進的に取り組む企業や労働組合の対策を事例調査によって明らかにすることに意義があ

ると考え、ヒアリングを実施することとした。なお、本調査研究は、プロジェクト研究のサ

ブテーマ「職場のいじめ・いやがらせに関する紛争・対策の研究」の一環である。 

 ヒアリング調査にご協力いただいた企業や労働組合の皆様、いじめ・嫌がらせの当事者（被

害者）の方々、有識者の皆様にこの場を借りて厚くお礼を申し上げる。 

 本資料シリーズが、政策担当者をはじめ、企業経営者、人事担当者、労使団体、業界団体、

職場で働く全ての人々の参考になり、職場からいじめ・嫌がらせ、パワーハラスメントがな

くなることを心から願っている。 
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